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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第56期

第２四半期累計期間
第55期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 721,038 1,544,957

経常利益又は経常損失(△) (千円) △124,435 12,065

当期純利益
又は四半期純損失(△)

(千円) △122,071 5,460

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ―

資本金 (千円) 1,335,692 1,335,692

発行済株式総数 (株) 16,563,152 16,563,152

純資産額 (千円) 916,590 1,039,936

総資産額 (千円) 2,132,293 2,219,751

１株当たり当期純利益金額
又は１株当たり
四半期純損失金額(△)

(円) △7.37 0.33

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ―

自己資本比率 (％) 43.0 46.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △76,687 ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 110,101 ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △74,576 ―

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 261,963 ―

　

回次
第56期

第２四半期会計期間

会計期間
自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

１株当たり
四半期純損失金額(△)

(円) △4.99

(注) １．当社は、連結の範囲の対象となる子会社が異動により無くなりましたので、第56期より四半期連結財務諸表を

作成しておりません。なお、第55期まで四半期連結財務諸表を作成しておりましたので、前第２四半期累計期

間についての記載、並びに第55期事業年度の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ

・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。　

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。　

４．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、第56期第２四半期累計期間は１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第55期事業年度は潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

なお、前連結会計年度において当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれていたシステ

ム関連セグメントにおける精密板金製品の製造販売は、当社の連結子会社でありました高崎アトム工業株

式会社が連結の範囲から異動し、連結子会社では無くなりましたため、完全撤退しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

また、前第２四半期連結累計期間は、四半期連結財務諸表を作成しており、連結ベースで記載しておりま

したので、前年同四半期との対比は行っておりません。

　

（１）業績の状況
　

当第２四半期累計期間における当社の売上高は、計測関連セグメントにおいては東日本大震災の影響

を受けましたとともに、システム関連セグメントにおいても製品開発の遅れなどにより、予定していた主

な案件の受注が下期にずれ込みましたことから721百万円となりました。営業損益につきましては、売上

高の減少により固定費の負担が重くなったことに加え、比較的に利益率の良い製品の売上が伸び悩みま

したことなどにより、当第２四半期の営業損益は113百万円の営業損失となりました。経常損益につきま

しては、営業外損益はほぼ予定どおりに推移いたしましたことから124百万円の経常損失となり、四半期

純損益も、122百万円の四半期純損失となりました。

　

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

・　計測関連
　

当セグメントの主力であるデバイスプログラマ製品の主要顧客であります薄型テレビ、タブレット

ＰＣ、スマートフォン、デジタルカメラ関連企業などが東日本大震災の影響を受けたために、当セグメ

ントの売上高も予定をやや下回り、売上高383百万円、セグメント利益（営業利益）54百万円となりま

した。

　

・　システム関連
　

当セグメントのタッチパネル製品のうち特に金融端末用小型タッチパネルは予定していた以上の販

売を続けることができましたものの、大型タッチパネルの売上が製品開発の遅れなどにより、当初見込

んだ主な案件の受注が全て下期にずれ込みましたことなどから計画を大幅に下回り、売上高337百万

円、セグメント利益（営業利益）は13百万円の損失となりました。
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（２）財政状態の分析

　

（資　産）

流動資産は、前事業年度末に比べて1.2％増加し、1,273百万円となりました。これは、現金及び預金が43

百万円、仕掛品が34百万円それぞれ減少しましたが、受取手形及び売掛金が58百万円、製品が38百万円、原

材料及び貯蔵品が17百万円それぞれ増加したことなどによるものです。

固定資産は、前事業年度末に比べて10.6％減少し、858百万円となりました。これは、有形固定資産のう

ち土地が85百万円、その他が21百万円それぞれ減少したことと、投資その他の資産のその他が33百万円及

び貸倒引当金が31百万円減少したことなどによるものです。 

この結果、総資産は前事業年度末に比べて3.9％減少し、2,132百万円となりました。

　

（負　債）

流動負債は、前事業年度末に比べて3.8％増加し、1,045百万円となりました。これは、短期借入金が27百

万円、1年内返済予定の長期借入金が27百万円、1年内償還予定の社債が18百万円それぞれ減少しました

が、支払手形及び買掛金が91百万円、賞与引当金が22百万円それぞれ増加したことなどによるものです。

固定負債は、前事業年度末に比べて1.4％減少し、170百万円となりました。

この結果、負債合計は前事業年度末に比べて3.0％増加し、1,215百万円となりました。

　

（純資産）

純資産は、前事業年度末に比べて11.9％減少し、916百万円となりました。これは、当第２四半期累計期

間の四半期純損失が122百万円であったことと、土地の売却に伴う土地再評価差額金の取り崩し78百万円

による同額の利益剰余金増加と土地再評価差額金減少などによるものです。

　

（３）キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物は、261百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、76百万円の支出となりました。

主な要因は、仕入債務の増加額98百万円、賞与引当金の増加額22百万円、減価償却費15百万円等の増加要

因がありましたものの、税引前四半期純損失119百万円、売上債権の増加額58百万円、たな卸資産の増加額

21百万円等の減少要因によるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、110百万円の収入となりまし

た。主な要因は、有形固定資産の売却による収入112百万円、関係会社の整理による収入13百万円等による

ものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、74百万円の支出となりました。

主な要因は、短期借入金の純減額27百万円、長期借入金の返済による支出27百万円、社債の償還による支

出18百万円等によるものです。
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。

　

（５）研究開発活動

当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は21百万円であり、研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。

　

（６）従業員数

当第２四半期累計期間において、従業員数の著しい増減はありません。

　

（７）生産、受注及び販売の実績

当第２四半期累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

　

（８）主要な設備

当第２四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前事業年度末における計

画の著しい変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,563,152 16,563,152
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は
1,000株であります。

計 16,563,152 16,563,152― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年９月30日 ― 16,563,152 ― 1,335,692 ― 91,261
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(6) 【大株主の状況】

平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社翔栄 群馬県伊勢崎市三和町2718-3 2,475 14.94

株式会社カルチャー 東京都中央区日本橋小伝馬町13番５号 1,856 11.21

遠　藤　　窮 神奈川県横浜市青葉区 1,005 6.07

ウインテスト株式会社 神奈川県横浜市西区平沼１丁目2-24 516 3.12

遠　藤　直　行 東京都世田谷区 506 3.06

遠　藤　澄　江 神奈川県横浜市青葉区 350 2.11

株式会社フリーダム・キャピタル 神奈川県鎌倉市七里ガ浜東２丁目32-1 340 2.05

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 297 1.79

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目4-6 288 1.74

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４ 215 1.30

計 ― 7,848 47.38

(注)  所有株式数は千株未満を切り捨てて記載しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　　 7,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式16,534,000 16,534 ―

単元未満株式 普通株式　　22,152 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 16,563,152― ―

総株主の議決権 ― 16,534 ―

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,000株が含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権数１個が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式909株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ミナトエレクトロニクス
株式会社

神奈川県横浜市都筑区
南山田町4105番地

7,000 ― 7,000 0.04

計 ― 7,000 ― 7,000 0.04

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

(1) 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成しております。

(2) 前第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は四半期財務諸表を作成

していないため、前第２四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期

損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書は記載しておりません。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成23年７月１日から

平成23年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)に係る四

半期財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズにより四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第55期事業年度　有限責任 あずさ監査法人

第56期第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間　監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 355,275 311,963

受取手形及び売掛金 435,761 494,274

製品 114,037 152,451

仕掛品 216,105 182,034

原材料及び貯蔵品 98,908 116,508

その他 39,352 16,768

貸倒引当金 △330 △250

流動資産合計 1,259,111 1,273,752

固定資産

有形固定資産

土地 720,450 635,450

その他 1,714,729 1,303,084

減価償却累計額 △1,533,318 △1,143,216

有形固定資産合計 901,860 795,317

無形固定資産 4,387 10,297

投資その他の資産

その他 132,003 98,961

貸倒引当金 △77,611 △46,035

投資その他の資産合計 54,392 52,926

固定資産合計 960,640 858,541

資産合計 2,219,751 2,132,293

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 156,492 248,114

短期借入金 762,104 734,132

1年内返済予定の長期借入金 27,704 －

1年内償還予定の社債 18,250 －

未払法人税等 7,560 3,387

賞与引当金 － 22,878

製品保証引当金 2,000 900

その他 32,662 35,635

流動負債合計 1,006,774 1,045,047

固定負債

退職給付引当金 28,115 26,467

役員退職慰労引当金 17,249 17,713

再評価に係る繰延税金負債 125,206 125,206

その他 2,469 1,268

固定負債合計 173,040 170,655

負債合計 1,179,814 1,215,703
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,335,692 1,335,692

資本剰余金 91,261 91,261

利益剰余金 △358,344 △401,871

自己株式 △835 △862

株主資本合計 1,067,773 1,024,219

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,622 △2,870

土地再評価差額金 △26,214 △104,758

評価・換算差額等合計 △27,837 △107,628

純資産合計 1,039,936 916,590

負債純資産合計 2,219,751 2,132,293
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 721,038

売上原価 559,499

売上総利益 161,538

販売費及び一般管理費 ※
 275,127

営業損失（△） △113,588

営業外収益

受取利息 47

受取配当金 430

受取賃貸料 1,947

その他 599

営業外収益合計 3,024

営業外費用

支払利息 11,745

為替差損 2,079

その他 46

営業外費用合計 13,871

経常損失（△） △124,435

特別利益

固定資産売却益 6,554

特別利益合計 6,554

特別損失

固定資産除却損 308

関係会社整理損 901

特別損失合計 1,210

税引前四半期純損失（△） △119,091

法人税、住民税及び事業税 2,980

法人税等合計 2,980

四半期純損失（△） △122,071
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △119,091

減価償却費 15,399

貸倒引当金の増減額（△は減少） △456

賞与引当金の増減額（△は減少） 22,878

製品保証引当金の増減額（△は減少） △1,100

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,647

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 464

受取利息及び受取配当金 △478

支払利息 11,745

固定資産売却損益（△は益） △6,554

固定資産除却損 308

売上債権の増減額（△は増加） △58,513

たな卸資産の増減額（△は増加） △21,944

仕入債務の増減額（△は減少） 98,299

その他 1,695

小計 △58,994

利息及び配当金の受取額 478

利息の支払額 △11,350

法人税等の支払額 △6,821

営業活動によるキャッシュ・フロー △76,687

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △8,731

有形固定資産の売却による収入 112,318

無形固定資産の取得による支出 △6,866

関係会社の整理による収入 13,380

投資活動によるキャッシュ・フロー 110,101

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △27,972

長期借入金の返済による支出 △27,704

社債の償還による支出 △18,250

リース債務の返済による支出 △623

自己株式の取得による支出 △27

財務活動によるキャッシュ・フロー △74,576

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,149

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △43,312

現金及び現金同等物の期首残高 305,275

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 261,963
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【追加情報】

　
当第２四半期累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期損益計算書関係)

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

　
当第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

製品保証引当金繰入額 △1,100千円

給料手当 102,335千円

賞与引当金繰入額 11,940千円

退職給付費用 4,539千円

役員退職慰労引当金繰入額 464千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。　

　

　
当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

現金及び預金 311,963千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △50,000千円

現金及び現金同等物 261,963千円

　

(株主資本等関係)

当第２四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 当第２四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 (単位：千円)

　 計測関連 システム関連 合計
調整額
（注）１

四半期損益計
算書計上額
（注）２

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 383,255 337,783 721,038 ― 721,038

セグメント間の内部売上高又
は振替高

― ― ― ― ―

計 383,255 337,783 721,038 ― 721,038

セグメント利益又は損失（△） 54,479 △13,895 40,583△154,172△113,588

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△154,172千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行なっております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
当第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

    １株当たり四半期純損失金額 7円37銭

    (算定上の基礎) 　

    四半期純損失金額(千円) 122,071

    普通株主に帰属しない金額 ―

    普通株式に係る四半期純損失金額(千円) 122,071

    普通株式の期中平均株式数(株) 16,555,583

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　
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２ 【その他】

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月７日

ミナトエレクトロニクス株式会社

取締役会  御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    笹    本    憲    一    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    村    田    征    仁    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているミナ
トエレクトロニクス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第56期事業年度の第２四半期
会計期間(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年４月１日から平

成23年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッ
シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ミナトエレクトロニクス株式会社の平成23年９月30日
現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況
を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
その他の事項
会社の平成23年３月31日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によって監査が実施され
ている。前任監査人は、当該財務諸表に対して平成23年６月30日付けで無限定適正意見を表明している。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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